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Abstract
　The	purpose	of	this	paper	is	to	construct	new	theoretical	perspective	and	analysis	
framework	of	a	social	entrepreneur	building	social	enterprise	as	hybrid	structure.	
Social	entrepreneurs	embedded	social	institution	including	Pluralistic	logic	can	carry	
out	social	 innovation	 to	mix	various	 institutions	rooted	market	 logic,	public	 logic,	
reciprocity	logic,	legitimacy.	
　Under	 the	 new	 theoretical	 perspective	 and	 analysis	 framework,	 this	 paper	
implemented	fieldwork	for	New	Standard	Chocolate,	NPO	that	supports	employment	
of	people	with	disabilities.	By	 this	 field	work,	 this	paper	 find	out	new	behavioral	
type	of	social	entrepreneur,	adaptive	mixture	of	social	 institution	and	resistance	of	
isomorphic	pressure	using	institutions	as	tools.	From	this	finding,	this	paper	elucidate	
theoretical	and	practical	contributions	for	social	innovation	research.
【論文】
社会企業家によるソーシャル・イノベーションを可能とする
ハイブリッド構造の構築：
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1．はじめに
　ソーシャル・イノベーション（social	 innovation）は社会変革を促し社会問題の軽減を
もたらす活動（e.g.,	Alvord,	Brown	and	Letts,	2004）を、社会的責任の下で、公的−私的
セクターの連携からビジネスを構築する行為（e.g.,	Sagawa	and	Segel,	2000;	Waddock,	
1988）として定義されてきた。先行研究では市場への適応と公共からの自立に社会性を
求める米国の社会企業家論（以下、ビジネススクール学派）と、福祉国家の理念の下で社
会的企業を通じた市場の社会的・政治的埋め込み（socio-political	re-embedding）を強調
する欧州の社会的企業論（以下、社会政策学派）の間に社会性を巡る論争が交わされてき
たものの、ソーシャル・イノベーションを公共と市場を繋ぎ新たな価値を生み出す社会企
業家による諸活動から見いだす点に、この研究領域独自の理論的視座があると考えられる
（e.g.,	藤井・原田・大高 ,	2012）。
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　他方で、先行研究は、公共と市場を繋ぐ新結合の遂行主体として社会的企業家をアプリ
オリとしてきたため、彼らが如何にして社会問題を発見しソーシャル・ビジネスを構築し
ていくのかについて、分析的に把握することが出来ないという理論的課題を抱えてきた
（e.g.,	Osborn,	1998;	Nicholls	and	Cho,	2006;	木村 ,	2016）。いわば、社会企業家という、
極めて強力な感受概念（conceptive	attractor）に絡め取られる形で、我々は社会企業家の
実践を見失ってきたのである（e.g.,	Steyaert,	2007）。そこで本論文では、社会政策学派
を基盤として提唱されたハイブリッド構造（hybrid	structure）としての社会的企業の再
考を通じて、この理論的課題の克服を目指したい。
　ハイブリッド構造としての社会的企業は、マルチステークホルダーの参加による多元的
目標、多元的資本、多元的所有という組織的特徴を持ち、公共と市場の間で独自の生存領
域を確保しそれぞれの長所を引き出し社会問題の解決を担っていく肯定的媒介（positive	
synergetic	mix）として定義される（藤井・原田・大高 ,	2012,	4 頁）。この際、市場と公
共双方からの同型化圧力（isomorphism	pressure）に抵抗しソーシャル・イノベーション
を遂行する社会企業家を、ハイブリッド構造としての社会的企業を通じた社会企業の学習
をから把握するという、「闘う社会的企業」という独自の理論的視座が提示されてきた（e.g.,	
藤井・原田・大高 ,	2012,	104-107 頁）。
　しかしながら、ハイブリッド構造としての社会的企業と社会企業家の関係に注目した時、
先行研究には論理矛盾が生じていることに気付かされる。ソーシャル・イノベーションは、
ハイブリッド構造としての社会的企業での学習によって変革に必要な能力を獲得した社会
企業家によって遂行されていく。他方で、ハイブリッド構造としての社会的企業は、社会
的排除に起因する社会問題の創造的な解決を目指して、社会企業家によって想起され構築
される事業体である。だとすれば、その社会企業家はいかにして、ハイブリッド構造とし
ての社会的企業を想起し、構築していく能力を学習していったのであろうか。
　この理論的課題を克服するために本論文では、ハイブリッド構造としての社会的企業
を巡る先行研究の抱える理論的課題に対して、Granovetter	（1985）および Granovetter	
and	Swedberg（2001）が提唱する「新たな経済社会学」に基づいた新たな分析枠組みを
提示する（2 節）。この新たな分析枠組みのもとで、多元的ロジックに埋め込まれた社会企
業家が有効性を求めてハイブリッド構造を構築していく過程として、我が国に置ける障が
い者への就業支援事業の事例分析を行う（3 節）。そして、この事例分析から見いだされた
発見事実を整理し、そこから得られる理論的・実践的貢献を明らかにしていく（4 節）。
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2．ハイブリッド構造としての社会的企業が切り拓く理論的視座
2.1　ハイブリッド構造としての社会的企業の展開
　社会政策学派は、主として貧困・格差問題への対応を目的とした、労働統合型社会的企
業（Work	Integration	Social	Enterprise：以下、WISE）を中心として展開されてきた（e.g,	
Borzaga	and	Defourny,	2001）。この際、社会政策学派は、貧困・格差問題を当事者の能
力の欠落ではなく、社会的排除（social	exclusion）にその根源を求める点に特徴を有して
いる（e.g,	Taylor,	2003）。
　社会的排除は貧困や格差問題を「関係性の次元で参加の欠如を意味し、複合的な不利が
連鎖的に重なっていくプロセス」（藤井・原田・大高 ,	2012,	91 頁）として捉えていく。
すなわち貧困や格差問題の根源を属人的な能力に求めるのでも、労働市場からの排除と
いった構造的不利のみに求めるのでは無く、セイフティーネットになりうる行政、政治、
コミュニティへのアクセスそのものから排除されている（あるいは喪失している）が故に
生じる、複合的な問題として捉え直した（e.g.,	岩田 ,	2009;	樋口 ,	2004;	嶋内 ,	2011）。
　ここに、社会政策学派が WISE の内実として、ハイブリッド構造を求めた理論的根拠が
ある。
　まず、社会的排除に起因する貧困・格差問題の当事者は行政、政治、コミュニティの全
てから阻害されており、自助努力による解決が困難である（嶋内 ,	2011,	178 頁）。それ故
に、現場から彼らの声を拾い上げ、社会的排除ゆえに既存の諸制度から見落とされてきた
社会問題を焦点化し、個々に置かれた状況に応じた支援を目指す必要がある。その際、社
会的排除に起因する社会問題は、個別の現場に応じて各セクターから動員しうる資源を組
み合わせる「いいとこ取り」（宮本 ,	2006,	33 頁）を通じて、当事者の支援に繋がる形で
仕組みを再構築する形で対応せねばならない。これが、ハイブリッド構造としての社会的
企業である。
　このハイブリッド構造としての社会的企業を構築するためには、行政、市場、コミュニ
ティを横断的に跨ぐ積極的な関与を通じてソーシャル・イノベーションを促していく、社
会企業家の存在が必要不可欠となる。そこで先行研究は社会企業家を、既存の諸制度では
対象になり得なかった貧困・格差問題の当事者のニーズを掘り起こし、市場、政府、コミュ
ニティから動員した資源の新結合—ソーシャル・イノベーション—を通じて解決を図る、
肯定的媒介の担い手として定義した（e.g,	Evers,	1993）。
　このハイブリッド構造としての社会的企業は、「ヨーロッパにおける社会的排除の闘い
の道具」（藤井・原田・大高 ,	2012,	83 頁）と位置づけられてきた。実際、この概念は、
欧州の歴史的・政治的背景を踏まえた「戦いの道具」として戦略的に構築されている。
　まず、ハイブリッド構造としての社会的企業は「多元的なステークホルダーと多元的な
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目標を持ち、多様なタイプの経済的諸関係を連結させるもの」として定義される（ラヴィル・
ニッセン,	2004,	442 頁）。貧困・格差問題は社会的排除によって生じる。それ故に、市場
への適応、行政からの補助金、コミュニティからの支援、政治的アドヴォカシーなど多様
な手段を組み合わせ（新結合）から解決を図る必要がある。その結果、社会的企業は社会
問題の解決を前提としつつも、具体的な組織目標は市場、政府・行政、コミュニティといっ
た各ステークホルダーを対象とした多元性を有する必要がある。当然、多様なステークホ
ルダーから資源を動員し解決に挑むため、その所有構造と資本構成も多元的なものとなる。
多元的組織目標、多元的所有構造と多元的資本構成という組織的特徴を有するためにハイ
ブリット構造と称される。
　次に、ハイブリッド構造としての社会的企業は、その社会的問題の解決に際して、市場・
再分配・互酬性の三つの経済を混合させることを求められる（e.g.,	Gardin,	2006）。市場
とは営利事業から得られる収益、再配分とは政府・行政等の公的セクターから得られる補
助金や公共サービス、互酬性はコミュニティから提供されるソーシャル・キャピタル（social	
capital）を意味する（e.g.,	Fukuyama,	1995;	Liao	and	Welsh,	2003）。社会的排除に起
因する貧困・格差問題は、その当事者が市場での就労、行政からの補助、コミュニティか
らの支援を獲得する経路を有していないことによって生じる。欧州の場合、社会民主主義
の下で市場に政策的に介入していくことで再分配を実現する福祉国家構想と、宗教と伝統
社会に根付いたコミュニティからのボランタリーな支援が展開されてきた。しかし、1990
年代の新自由主義政策の実施や、2000 年代に移民が大量に流入によって、これらの経路
から断絶し自助努力で貧困から抜け出せない社会的排除という状況が現れた。ハイブリッ
ド構造としての社会的企業は、市場、互酬性、再分配を混合していくことで、社会的排除
の原因となる社会構造を変革していくソーシャル・イノベーションを引き起こすことで、
この問題に対処していくことが期待された。
　最後に、これらの議論を踏まえた上で、ハイブリッド構造としての社会的企業には、
市場の社会的・政治的再埋め込みという機能を有する事業体とみなされることになった
（Gardin,	2006,	p.132;	藤井・原田・太田他 ,	89 頁）。この独特な概念を理解するためには、
欧州における政治的背景を簡単に踏まえておかねばならない。伝統的な社会民主主義に基
づく福祉国家として成立した欧州各国は、1970 〜 1980 年代に国家予算の増大による債務
超過の危機と、英国におけるサッチャー政権下での新自由主義導入による失敗の双方を経
験した。この失敗を踏まえた上で、市場原理を取り入れた新たな社会民主主義として提唱
されたのが「第三の道」である（e.g.,	Giddens,	1998）。この「第三の道」は、社会民主
主義と新自由主義の二項対立という欧州における歴史的・政治的背景を踏まえた上で、こ
の対立軸では解消し得ない社会問題の発生と、そこから発生するリスクの管理を国家の役
割とする新たな国家観を提示した（Giddens,	1998,	邦訳 ,	51-55 頁）。その上で、社会民
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主主義政策による行き詰まりを、企業家精神による新結合のダイナミズムを政策的に支援
していくことで克服することを目指したのである（e.g.,	Giddens,	2000,	邦訳 ,	41-42 頁）。
　この第三の道を思想的背景として提唱されたのが、ハイブリッド構造としての社会的企
業の市場の社会的・政治的再埋め込みという機能であり、それを担う社会企業家はその企
業家精神をもって市場原理を公共サービスに持ち込むのみならず、行政・コミュニティの
資源を市場と新結合していくことで、ソーシャル・イノベーションを実現するダイナミズ
ムの源泉として期待された。
2.2　ハイブリッド構造としての社会的企業を巡る理論的課題
　以上のように社会政策学派は、一方で社会的排除を起点に既存の諸制度からの疎外に起
因する社会問題に焦点をあて、他方でこの社会問題を解決していくための戦略的な概念と
して、ハイブリッド構造としての社会的企業と社会企業家を準備してきた。
　しかしながら、ハイブリッド構造を有するからと言って、ソーシャル・イノベーション
が実現するとは限らない。むしろ、多様なステークホルダーと関係を取り結ぶが故に、社
会的企業は不安定に陥る危険性が指摘されている（藤井・原田・大高 ,	2012,	111-112 頁）。
先述しているように、ハイブリッド構造としての社会的企業は、既存の諸制度では解決し
得ない社会問題の解決のために多元的目標を掲げ各ステークホルダーから必要な資源を動
員する。当然、ハイブリッド構造としての社会的企業には、資源を獲得した各ステークホ
ルダーに対する説明責任を果たす必要性に迫られている。この各アクターに対する説明責
任は、社会的企業に対して市場あるいは法制度や行政組織への同型化圧力として作用する。
その結果、市場からの収入もしくは公共からの補助金にのみ依存する財源の単一化を招き、
更には市場あるいは公共に過度に適応することで専門知識を持つスタッフの重要性が増
し、社会的企業への当事者やボランティア参加の後退を招くスタッフの専門化などの危機
に陥るのである（e.g.,	Bode,	Evers	and	Schultz,	2006）。当然、ハイブリッド構造の不安
定化、すなわち社会的企業の営利企業化、もしくは行政の下請け組織化は、社会的排除に
起因する貧困・格差問題の解決を著しく困難にする。
　それ故にハイブリッド構造としての社会的企業には、目標、資本構成、所有構造の多元
性を維持したまま「一定のフレキシビリティ（社会問題の現場に対する応答可能性を担保
する柔軟性）を維持しつつ、生き残り可能なニッチを形成」していくために、「多様なステー
クホルダーの利害をどのように調整し、合意形成を可能とし、協力を引き出すのかという
課題」を乗り越える必要がある（藤井・原田・大高 ,	2012,	112 頁）。いわば、ハイブリッ
ド構造としての社会的企業を通じたソーシャル・イノベーションを捉えるためには、それ
を作動させる社会企業家の行動に改めて注目せざるを得ないのである。
　例えば Leadbeater（1997）は社会企業家の成功条件として、①ミッション・マネジメ
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ントに長けていること、②雄弁なストーリー・テラーとして自分たちの価値理念を基盤と
した動機付けに長けていること、③人的資源を重視し、スタッフ、支援者、利用者の知識
やアイディアが重要な資源であることを認識していること、④構想力があると同時に機会
を逃さない現実主義者であること（visionary	opportunist）、⑤幅広いサポート・ネットワー
クや同盟（alliance）の構築に長けていることを指摘する。あるいは Chrislip	and	Larson
（1994）は、①社会問題の性質を分析して主要なステークホルダーを特定し、②ステーク
ホルダーのニーズを適切に理解すると同時に、彼らの当初の狭い利害関心をより拾いコ
ミュニティの利益に結びつけていくこと、③信頼される開放的なプロセスを作り出し、不
信と疑義を克服すること、④可視的で一定の力を有したキー・パーソンを巻き込むこと、
⑤グッド・タイミングを活かすこと、⑥中間的な小さな成功を積み重ねながら勢いを産み
出すことで協働を維持することで、協働的（collaborative）リーダーシップとして社会企
業家の行為を説明した。
　このような社会企業家のリーダーシップ行動について、組織学習という観点から迫るの
が藤井・原田・大高（2012）である。彼らは、同型化圧力に抵抗しハイブリッド構造を作
動させる社会企業家を組織学習概念から基礎づけた。ハイブリッド組織としての社会的企
業には、様々なステークホルダーから多元的資本を獲得できる。特に公的資金や寄附といっ
た、収益性を度外視して利用可能な組織スラックを有する。これが、社会企業家の組織学
習の基盤となる。その上で、社会企業家は当事者を取り巻く文脈に根ざした現場の知識
（local	knowledge）から社会問題を顕在化し、自身が動員可能な諸資源を組み合わせる実
験を繰り返すことで、ソーシャル・イノベーションの担い手としての能力を獲得していく
のである（藤井・原田・大高 ,	2012,	104-108 頁）。
　この藤井・原田・大高（2012）らの議論は、既に存在する社会的企業に就職し、ハイブリッ
ド構造のもとで働くなかで学習と実験を重ね、社会企業家として新たなソーシャル・ビジ
ネスを産み出していくという現象に注目するのであれば、一定の説明力を有すると考えら
れる1。しかし、既存の組織（企業・行政組織・非営利組織）にありながら、社会的排除に
起因する社会問題に注目し、その解決を目指してハイブリッド構造としての社会的企業を
構築する社会企業家を説明することはできない。仮に組織学習という概念にもとづいて説
明するのであれば、既存の組織で学習できる内容を棄却しつつソーシャル・イノベーショ
ンを創発し、更にはその実行にあたって他者を動員し得るリーダーシップを発揮できる、
特異な能力を持つ主体として社会企業家を再定義せざるを得ない。しかしながら、このよ
うな再定義は「ヒーロー的なリーダーシップの罠」（Martin,	2003）として実務的問題と
して指摘されるだけで無く、社会的企業から生じる新奇性（ソーシャル・イノベーション
を実現）が、最終的に社会企業家個人の能力に還元され、最終的にはブラックボックス化
されることで説明不可能となるという理論的課題を招くだけでなく（e.g.,	Osborn,	1998;	
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Nicholls	and	Cho,	2006;	木村 ,	2016）、多元的目的・多元的所有・多元的資本に新奇性の
根拠と社会問題の解決の可能性を見いだしたハイブリッド構造という概念との論理矛盾を
招くことになるのである。
2.3　新たな理論的視座と分析枠組み
　社会的排除に起因する社会問題に対して、ハイブリッド構造としての社会企業家がソー
シャル・イノベーションを生み出し、解決の途へと繋がる可能性については、本論文も主
張を同じくする。これまで検討してきた社会政策学派は、新自由主義に起因する福祉サー
ビスの低下を福祉サービスの市場化による公共からの自立によって解決を図るビジネスス
クール学派に対して、ハイブリッド構造を有する社会的企業による創造的な解決（ソーシャ
ル・イノベーション）によって実現するという独自の理論的・実践的視座の下で研究実践
を展開してきた。確かに、欧州の社会政策学派は、ハイブリッド構造としての社会的企業
の有効性を定義づけた上で、その研究蓄積を社会政策へと反映してきた。しかし、ひとた
びハイブリッド構造の不安定性に目を向け、その解決策を社会企業家の特異な行動や能力
に還元した時、社会政策学派はハイブリッド構造と社会企業家の論理矛盾に巻き込まれる
形で、政策的な根拠までもが失われる。ここで求められるのは、ハイブリッド構造として
の社会的企業を、社会企業家がいかに構築し、作動させていくのかを特異な行動と能力に
還元しない形で説明する、新たな理論的視座と分析枠組みであるだろう。
　そこで本論文では、社会的・政治的再埋め込みの機能を担う社会的企業という先行研究
の議論に注目し、埋め込み（embeddeness）概念を提唱したグラノベッターの「新しい経
済社会学」の構想を解決の糸口として、この理論的課題に取り組んでいきたい。
　先行研究においてハイブリッド構造としての社会的企業は、市場の社会的・政治的再埋
め込みの機能を有する事業体として見出されてきた。これは、福祉国家という国家観の下
で富の再分配を担う政府・行政と宗教的・歴史的背景に基づく伝統社会に根ざしたコミュ
ニティを基盤とした互酬性、更には近代以後の市場経済が、政治的にも経済的にも分断し
ていることを前提とした議論であるといえる2。
　しかし、埋め込み概念の提唱者である Granovetter による一連の論考に基づいた時、市
場と公共の分断を前提とした議論そのものが社会政策学派の論理矛盾と混乱を招いた原因
であった事に気づかされる。
　まず Granovetter（1985）は合理的経済人（homoeconomics）を前提とし抽象的な
均衡モデルとして経済活動を分析する従来の経済学を、過剰社会化（under-socialized	
conceptions）とする。他方で、政治体制や宗教から経済活動の説明を試みる社会経済学
を、社会制度（social	 institution）を強調する余りに人々の経済活動の主体性を見失っ
た過剰社会化（over-socialized	conceptions）として退ける（p.p.,	482-484）。その上で
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Granovetter	and	Swedberg（2001）は、人々の経済活動を市場、歴史、文化、宗教を包
含した経済制度（economic	institution）に埋め込まれた現在進行形の関係構築の行為と
して再定義した（p.8）。ここで重要なことは、Granovetter（1985）が経済制度に埋め込
まれることで人々が経済活動を円滑に遂行し得るのと同時に、その埋め込みによって生じ
る利害を計算した上で優位性を求めて逸脱していくこまでも可能になることを、正統化さ
れた逸脱として指摘した点である（p.p,	486-490）。
　例えば Granovetter（1973）の転職研究において提唱された弱紐帯の強み（strength	of	
weak	tie）とは、友人関係や趣味のサークル活動で得られた人脈を、労働市場に転用して
いくことで満足度の高い転職先を獲得していく人々の経済的行為を捉えるための概念で
あった。つまり、通常の採用窓口へのエントリーや、人材派遣会社のエージェントを利用
した転職をする場合には、そこから転職可能な職場と、転職のために支払わねばならない
コストがある程度予想できる。その予測故に、相対的に満足度は下がってしまう。しかし、
労働市場においては弱紐帯でしかないプライベートな繋がりを、転職活動のための人脈と
して転用した場合は、上述の経路ではアクセスし得ない職場への転職可能性が切り開かれ
る。その結果、弱紐帯を利用した転職の満足度のほうが高くなったのである。
　すなわち我々は、市場、再分配、互酬性といった多元的なロジックが混合された経済
制度に埋め込まれた（embedded）主体であり、経済制度に内包される様々なロジックを
参照しつつ、正統かつ逸脱的な経済的行為を遂行しているのである（石黒・高橋 ,	2014,	
305 頁）。だとすれば社会企業家を、市場、再分配、互酬性という多元的ロジックが混合
された経済制度に埋め込まれた主体が、社会問題の解決を求めてハイブリッド構造として
の社会的企業を構築し、その有効性を確保しつづける形で運営を図る実践として捉えると
いう、新たな理論的視座が見いだされることになる。
　このような理論的視座に基づいた時、ハイブリッド構造としての社会的企業を構築し、
運営していく社会企業家の実践は、以下の分析枠組みの下で捉えられると考えられる。
　第一に、人々は市場・互酬性・再分配が混合された諸制度に埋め込まれており、ここか
ら見いだされる構造的不利益として社会問題が見いだされる。この際、社会的排除に起因
する社会問題は、既存の正統化された社会的手段（例えば、行政からの福祉サービス）で
は解決し得ないが故に、諸制度から逸脱し新たな解決、すなわちソーシャル・イノベー
ションへと動機づけられる。
　第二に、社会的排除に起因する社会問題に動機づけられた社会企業家は、既存の諸制度
から動員できる資源の新たな組み合わせを通じて、新たな価値を生み出すハイブリッド構
造としての社会的企業を構築していく。この際、社会企業家は諸制度が生み出す同型化圧
力に対する抵抗だけではなく、既存の諸制度が有するロジックを介して各ステークホル
ダーの利害を読み解き、資源動員が可能な組織目標を逐次的に掲げていくことで、ハイブ
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リッド構造としての社会的企業を構築していくと考えられる。
　第三に、社会企業家によって構築されるソーシャル・ビジネスとは、当事者性に基づい
た局所的解決であると共に、既存の諸制度を担うステークホルダーを巻き込んでいるが故
に、社会的排除を解決しうるダイナミズムを生み出していく。それは、社会企業家が市場・
互酬性・再分配に紐付けられた諸制度の新たな組み合わせから生じる、社会問題の解決を
可能とする新たな行動類型として提示されると考えられる。
3．事例分析：吉野智和氏による障がい者の就労支援事業の構築
　New	Standard	Chocolate は京都市中京区の堀川商店街で障がい者を雇用しているチョ
コレートショップである。2014 年 11 月、京都府の住宅供給公社が進めている「堀川団地
再生まちづくり」の一環で堀川商店街に開業した。主に取り扱うチョコレートは「久遠」
という障がい者雇用を目的としてブランド化が進められているチョコレートである。運営
を担うのは、久遠チョコレート西日本統括リーダー兼プロジェクト推進リーダー（調査時
点）の吉野智和氏である。障害者就労支援移行事業所として、このダイニング兼チョコレー
トショップを経営し、知的障がい者を雇用している。
　我が国において障がい者の就労支援は、福祉的就労支援と一般就労支援に分かれる。
ともに国の法制度のもとで事業を営むため、補助金依存の事業所が多くあることは否め
ない3。特に福祉的就労支援は、安定的な雇用対象から排除されてきた障がい者の支援を重
点的に行うため、福祉的傾向が強い。それ故に補助金に依存した組織運営を行う傾向が強
く、事業収入を通じた事業所経営という点で課題を抱えている。実際、社会福祉法人とい
う経営形態をとる共同作業所で働く障がい者の多くは、月給１万円以下という低賃金で働
いている4。この現状に、吉野氏は強い問題意識を持ち、月給 3 万円以上で障がい者を雇
用できるよう、障がい者雇用の構造変革を掲げて事業展開している。彼は、福祉的就労支
援において、支援の対象とされてきた障がい者を雇用の対象へと変革することに成功して
いる。本ケースを通じて、吉野氏が行った、従来の福祉的労働支援施設には実現不可能で
あった障がい者支援について考察していく。
3.1　福祉政策が産む障害者への社会的阻害と市場流通への挑戦
　我が国の障がい者の福祉的就労支援は、障害者総合支援法のもとで、訓練等給付の就労
移行支援事業及び就労継続支援事業（A型、B型）において行われている。障害者支援施設は、
これらの事業の実施において、訓練等給付費、利用者負担金、その他関連制度からの補助
金をもとに運営を行っている。
　就労移行支援事業は、比較的軽度の障がい者を対象としており、福祉的就労から一般就
高橋　勅徳・木村　隆之
― 10 ―
労への移行を目的とするものである。事業所内や企業において作業や実習を実施し、一般
就労に必要な知識・能力を養い、適性に合った職場に就労することを目指す。この事業の
実施期間は 24 か月という限定が加えられる。
　他方で、就労継続支援は、通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者に就労の機
会や生産活動にかかる知識・能力を提供することを目的とする。A 型（雇用中心）は、比
較的生産性の高い障がい者を対象としており、利用者を雇用することが原則である。B型（非
雇用中心）は比較的生産性が低い障がい者を対象としており、障がい者に生産活動その他
の活動の機会を提供することを目的とする。
　これら福祉施設の収入は大きく分けると 2 種類で成り立っている。ひとつは物販などの
事業収入であり、もうひとつが事業内容によって受けることができる補助金である。例え
ば、１人の障がい者が一日来ることによって、就労継続支援であれば 6 千円前後（事業所
規模や自治体によって金額が異なる）が行政より支給される。これがほぼ施設の運営費と
して活用されており、職員の人件費などもそこから支出されている。それに対して、障が
い者の作業によって生み出された売り上げは必要経費を除いて障がい者に分配される。つ
まり、障がい者の支援をすることで福祉施設は運営できるように制度設計されている。障
がい者の賃金は都道府県によって異なるが、B 型事業の場合、全国平均月額工賃は 14,437
円（平成 25 年度）である5。障がい者の就業支援施設は、市町村からの補助金によって設立・
運営され、障がい者の賃金は彼らの労働から得られたほとんど売上のない事業収益から支
払われるという、収益構造を持つ。
　ここで問題となるのは、障がい者への賃金である。月額工賃が 14,437 円、時給換算で
178 円（平成 25 年度、厚労省の調べ）という金額は、労働基準法に定められる最低賃金
からすれば程遠い金額である。もちろん、重度の障がい者は安定的に仕事に従事すること
が困難なため、3 万円以上の平均賃金を受け取るに値する労働を行うことは、困難である
かもしれない。しかし、この時給換算で 178 円以下という賃金は、労働問題になってしか
るべきであろう。ところが、作業所が働く場所ではなく、昼間に障がい者が仲間と一緒に
楽しく暮らす「デイケア」を目的としており、障がい者を雇用の対象ではなく支援の対象
として捉えるという認識から、この状況は黙認されてきた（e.g.,	小倉 ,2003）
　労働に対する対価という点で障害者支援事業を見直したとき、我々が考え直さねばなら
ないことは、障がい者を庇護しなければならない存在と据えることで労働問題を覆い隠し、
障がい者の社会参加そのものの道を閉ざしているのでは無いか、ということである6。そも
そも、一月働いて従業員に月 1 万円強の対価しか支払うことの出来ない仕事は、事業とし
て成立していない。そのような「仕事」で身につけた技能や知識をもって、健常者も参加
する労働市場に参加する（就労移行する）ことは、当然不可能に近い。言い方を代えれば、
現在行われている障害者雇用支援は、「福祉」という名の「錦の御旗」で障害者雇用の現
社会企業家によるソーシャル・イノベーションを可能とするハイブリッド構造の構築
― 11 ―
実を覆い隠すことで、彼らを労働市場から隔離していく機能を果たしているのだ。
　20 歳で専門学校を卒業し京都市内の社会福祉法人に就職した吉野氏も、この問題に直面
した7。吉野氏は開業したばかりの施設で、陶芸部門の担当を任された。施設の利用者（障
がい者）は毎日何らかの陶芸品を作成する。出来上がった作品には、平たければ「灰皿」、
背が高ければ「花瓶」、もっと大きなものをつくれば「傘立て」という風に命名される。
障がい者が何か目的をもって作るのではなく、出来上がりに商品名を決め、月に 1 〜 2 回
開催されるバザーに出店する。いくつかのバザーを中間支援団体に紹介してもらい、バザー
会場で「障がい者が頑張って作った作品です」といって並べ、1 回の売り上げは 1 万円に
満たないような状況であった。
　働き始めて 4 年ほど経過したとき、彼は、小倉正男の書いた『福祉を変える経営　障害
者の月給一万円からの脱出』という本を手に取った。そこには、社会福祉法人をはじめと
する障がい者支援事業所が、助成金に依存した運営を行っているが故に、本来であれば 3
万円程度の賃金を支払うことが可能な状況をつくり出せるのにその努力を怠っていると言
う内容が書かれており、吉野氏は強く衝撃を受ける。それをきっかけとして、自分が所属
する社会福祉法人が行っているような、陶芸の先生に来てもらい、障がい者が何か作品を
つくり、それに商品名を付けてバザーで売るというやり方に疑問を覚えるようになった。
まず、バザーという販売方法は障がい者と社会がつながっていない＝収入にも就労にもつ
ながらない、ということに大きな問題意識を感じた彼は、バザーでの出店をやめることを
施設の会議で提案する。
宅急便っていう仕組みまで作ったその人がそこまで社会を変えるぐらいのビジネスを成
し遂げた人が今度福祉の世界を変えようとしてる。・・・結構衝撃を受けて、何をやっ
ていい、自分の仕事は何を目的に何を成さなければないかっていうを考えたことすらな
いっていう状態にちょっとショックを受けて、どうしようか、嫌になって辞めようかぐ
らいのことも考えたんすけど、それもやり逃げやし、何かせなあかんと思って、何を変
えなあかんやろと思った時に、１番初めにすごい単純に思いついたのがバザーという販
売方法をやめなければならないと。社会に繋がっていない。商品を作れば、普通にお店
に卸して取引をするのが当たり前やと思って、まずそこで福祉施設の会議の中で「バザー
販売をやめます」という提案をしたんです。（吉野氏）
　バザー販売をやめるとなると、代わりの出店先が必要となる。彼が最初に注目した場所
が、知恩寺8 の手作り市であった。これはクラフト作家たちが出店する市場であったが、
福祉枠が用意されていたため毎月何施設かは無料で出店することができた。吉野氏は、ど
ういった雑貨が出ているのか調査し、作品のなかで暮らしにつながりがあるものが売れる
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と考えて食器の出店を行った。
　ところがこの手作り市への初参加は、1 個も売れずに一日を終えるという、予想外の結
果となった。バザーでは売れる工芸品が、手作り市では売れない。吉野氏はここで、手作
り市が、「障害者支援」という錦の御旗が通用しない別ロジックの市場であることを体験
したのである。だとしたら、手作り市で売れるロジックに、適応していけば良い。つまり、
福祉施設で作られた陶芸品を、手作り市という市場で流通しうる商品にまで作り込めば良
い。例えば植木鉢を作るだけで無く、そこに花を入れて鉢植えの花として売ったり、商品
の並べ方や出店の雰囲気も福祉事業所のバザーではなく、手作り市に出店する商店として
不自然では無い見た目に変更していった。そういった努力を積み重ねていくうちに、1 回
のバザーでの売り上げが 10 万円程度になり、ある程度の成果は認められることになった。
　手作り市での売り上げが 10 万円になったとはいえ、1 回 10 万円では障がい者達に、小
倉氏が実現したような月額工賃 3 万円程度の給与を支払うことなど不可能である。他方で、
障害者施設で作った陶芸品であっても、一般的な市場に商品として流通させられるという
手応えも得ていた。そこで吉野氏は、手づくり市ではなく、継続的な取引を可能とする取
引先を求めて営業活動を開始する。陶器の販売先を探すために参加した名古屋のクリエー
ターズマーケットというイベントで、東京の大手雑貨関係のチェーン店のバイヤーから「手
作り感のあるものをテーマにした新しい業態を始めるため取引がしたい」と依頼を受けた。
この取引先との付き合いを通じて、彼はモノを一般流通に乗せるための条件を知ることに
なる。それは、障がい者たちが作った工芸品を一般流通に乗せるためにどのようにカテゴ
ライズするのか、という方法でもあった。
卸の営業とかもやったんですがなかなかうまくいかない、一般的にどれぐらいが卸値な
んかっていうのも分かっていなくて・・・その時に名古屋のクリエーターズマーケットっ
てイベントに出て。そこちょっとバイヤーさんがそこそこくるんで、東京の大手のパ
スポートっていう雑貨関係ではいろんなチェーン持ってる会社のバイヤーさんにちょっ
と手作り感のあるモノをテーマにした新しい業態を始めるから取り扱いさしてくれって
言ってもらって。「条件は？」って聞かれ、わかんないんすよ。「すんません。御社の条
件を全てのみます、なんで一般的なものを教えてください。ロットがどれくらいだとか、
卸値がどれくらいだとか全部教えてください」と。じゃあ「一般的な自分たちが海外か
ら仕入れる雑貨っていうのはこれぐらいやけども・・・仕入れは6かけか 5かけぐら
いでいいだろう。ロットってゆうのはこれぐらいだけどもこうこうこういう風にしてこ
れぐらいでまとめてしたらいいんだよ」っていうことを教えてもらって、「条件は全部
いいです、ロットもないです。各1とかでも全部用意しますんで」ということで契約さ
してもらって、全部卸の一般的なことであったりとか、送料の元払いが、卸値がいくら
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以上かっていうのも教えてもらって、ようやくちょっと流通っていうものの一番初めに
立ったぐらい。（吉野氏）
　このように吉野氏は、障害者支援施設に通う障がい者を「事業」を通じて社会と結び付
けはじめ、売り上げという形で目に見える実績を上げ始めた。しかし、売り上げが上がっ
ていくに従い、彼が所属する社会福祉法人の他の職員と衝突する場面が増えてきた。彼ら
にとって障がい者支援事業は「事業」ではなく「福祉」であり、障がい者が製作するのは「作
品」であって「製品」では無い。障害者支援施設が主催するバザーで「作品」を理解者が
購入することは受け入れられるが、市場で「製品」として流通することは受け入れられな
かったのである。
それでまぁわりに取引先とかも増えてきたんですけども、やっぱりなかなか施設のな
かでは理解してもらえなくて、「1000円の物をバザーで1000円で売ったらそのまま
1000円入るのに卸したら600円になってしまうやないか」というようなことになっ
たりとか。「卸をするな。直販だけにしろ」みたいなことになってしまって、30歳の時
にその施設をやめてNPO法人のエクスクラメーション・スタイルを立ち上げました。（吉
野氏）
　障がい者が生産する陶器を市場に流通させるという吉野氏の試みは、一方で障害者支援
施設に市場を結合させ市場価値を発生させる＝障がい者の労働力としての価値を生み出し
つつ、他方で障がい者施設の事業収入を上げ施設としての目的を達成していくという、市
場の社会的・政治的再埋め込みであった。しかし、障害者支援というロジックを重視する
福祉施設の職員にとって、バザーでは 1000 円で売れるものが、取引先に卸すと 600 円に
なることが認められない。例え大量の取引が発生し事業収入が向上するとしても、「作品」
が「製品」として取り扱われ、安く取引されることそのものが許しがたいことであった9。
　しかしながら、障がい者の就労という観点から見たとき、バザーからの事業収入では時
給 178 円であり労働基準法上問題とすべき数字となる。吉野氏は障がい者であるからと
いって、労働に対する対価が低賃金に抑えられており、更に障害者施設のそのような運営
が障がい者の就労移行を阻む要因になっていることの方が問題であると考えていた。丁度
この時期、障害者自立支援法が制定され、社会福祉法人施設の立ち上げ規制が緩和され、
障がい者の就労移行が新たな社会的課題として注目され始めた。これを機に、吉野氏は施
設を辞め、NPO 法人 ! － style を立ち上げる。あえて NPO 法人を設立したのが、吉野氏
が目指す障がい者の就労移行のために、市町村からの補助金が組織運営の柱となる社会福
祉法人より、NPO 法人の方が多様な事業が展開出来るからであった10。
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3.2　NPO法人を通じた新結合の展開
　NPO 法人を立ち上げた吉野氏が最初に取り組んだ事業は、今までの経験と販路を活用
した陶器製造の作業所であった。障害者福祉施設は陶器製造の作業所が多い。これは、知
的障害者支援の源流を辿ると、1946 年、池田太郎と糸賀一雄は、知的障がい者が地域社
会になじむことを目的として滋賀県信楽町で行っていた活動に通じる。彼らは、近江学園
を創設し信楽寮などの施設を設立し、障がい者を隔離するのではなく、地域社会と積極的
に接点を持つことが可能となるよう地域の陶器工房を雇用の場とし、「汽車土瓶」という
陶器を大量生産することで障がい者雇用を実現させた。「汽車土瓶」とは駅弁についてく
るお茶入れのことで、国鉄へ安定的に出荷することで施設の運営を行った。陶器工房では
捏ねる仕事等、障がい者が活躍できる作業がいくつかある。職人と共に働き、手に職をつけ、
製品を作ることが出来るように育成することで就労移行が実現する。また、地域の工房に
働きに行くことで、障がい者が社会との接点を持つ機会を増やすことも可能となる。今で
も信楽町では障がい者が普通に町にある窯で働いており、地域に溶け込んでいる風景を見
ることができる。本来、障害者支援施設が目指すべき、地域移行が実践されているのである。
これは、福祉関係の専門学校・大学で教えられる我が国の障害者支援の基本的知識であり、
吉野氏の試みはこの基本に立ち戻るものであった。
　吉野氏は、最初の施設「!-factory（エクスクラメーション・ファクトリー）」と命名した。
この「ファクトリー」という言葉に彼はこだわった。工場であるということは、そこで働
く障がい者はアーティストではなく、職人なのだと彼の考えが現れているのである。吉野
氏が目指すのは、障がい者は支援の対象であると同時に、雇用の対象へと変えていくこと
であった。B 型事業から A 型事業へ移行し、A 型事業から就労支援事業へと移行し、最終
的には一般就労へとつないでいく。このプロセスのなかで彼は、障がい者が自らの能力を
発揮できる状況を作り出すことであった。そのために支援施設は販路を開拓し、障がい者
を「作品」の名の下で福祉に囲い込むのでは無く、市場へ結びつけられる独自の価値を生
み出す努力をしなければならない。そうすることで、様々な企業が障がい者を雇用の対象
として価値のある存在へと見なすことが可能になるのである。
結局僕が10年間かけてその施設でずっと思って、こうだって思って、その新しく立ち
上げた施設を「エクスクラメーション・ファクトリー」って名前にしたと、ファクトリーっ
ていうことにすごいこだわって、ここはファクトリーで工場で仕事なんだと。別にアー
ティストが何かをするアトリエではないと、障がい者が表現者として何か表現をして陶
芸をするんじゃなくて、ファクトリーとして職人として製品を作るんだっていうことを
思って付けたんですけども、ほんまについ最近に調べていくとすでにここで工場生産方
式っていう言葉が出ていて、もう源流にあったみたいな、戻ってるんすよね。・・・す
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ごくなんかどこかで何か経済とかビジネスっていうものに対しての嫌悪が広がっている
はずなんですよ。お金を稼ぐ・儲けるっていうことに。・・・どこかでその経済社会から、
生産性の悪い障がい者がはじかれたっていうことの考えがあって、それに対して社会に
対して恨みがある。特に経済に対して恨みがあるっていう施設が、どこかで思いがねじ
れたんやと思うんですよ。（吉野氏）
　陶器の作業所の運営を進めていくなかで、彼は有限会社ナーダ11 の原田博史氏と出会っ
た。原田氏は、吉野氏と同様に障がい者の月給 1 万円という状況に対して強い問題意識を
持っていた。原田氏には妹がおり知的障害を抱えていた。原田氏は、自らは内装デザイナー
として活躍しておりある程度充実した暮らしをしているのに対して、自分の妹の置かれて
いる境遇をなんとかしたいと考えていた。原田氏の妹は施設で月額工賃 1 万円程度しかも
らっておらず、ずっとそこで暮らしていた。吉野氏は、原田氏から、妹だけじゃなく福祉
業界に対してなにかを還元できないかという相談を受けた。当初、原田氏は寄付を申し出
たようだが、吉野氏は、自分たちと一緒に仕事をすることを依頼した。
　そこで、原田氏が提案してきたものが「手作りタイル」であった。もちろん、タイルを
作るという作業は、全国の障がい者支援施設で一般的に行われているものである。しかし、
工業製品としてのタイルは寸法が揃っていることが求められるため、寸法がバラバラにな
る障がい者の作る手作りタイルを一般建材の流通経路に乗せることは難しい上、内装業者
も積極的に購入しない。しかし、そのばらつきをデザインとして捉え、そのデザインを活
かせる特殊な内装を取り扱うデザイン事務所や内装業者と組めば、不揃いの手作りタイル
には付加価値と新たな販路が切り拓かれる。最初にそのタイルが活用された場所は、京都
の錦商店街にある魚屋のイートインスペースであった。その後、引き続き原田氏が手掛け
る店舗で内装タイルが活用されることで、タイル事業はある程度の収益を上げることが可
能となった。このタイル工場は京都府八幡市で 3 名程度のスタッフと、15 名程度の障が
い者を雇用するまでに成長した。
日本の中でこれに近しいので入ってきてるのが１個だけあって、ニューヨークかどこか
の古い駅の地下鉄のタイルが昔手作りだったらしくて、それを再現したタイルが、タイ
ルの大手メーカーが、取り扱いを始めて、それもバカ高いんですよ。それよりも安い値
段で手作りのタイルをだせば多少施工が大変でも使いたいって人はすごくいて、手作り
でオリジナルでそこにしかなくて更に障がいのある人達の手で作られてるって、見た目
だけじゃなくストーリーも乗っかってくるんで、使いやすいと思うんですよね。（吉野）
　障害者支援施設の頃、吉野氏は市場に対して「一定のロットが必要」や「取引先の規格
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に沿って生産する」といった漠然としたイメージしか有していなかった。しかし、原田氏
と提携したタイル事業を通じて、障がい者が手がける生産物を高付加価値でパッケージン
グしていく道があることを知ることになる。
　この考えの下で、吉野氏は企業の CSR（corporate	social	responsibility）活動に注目し
ていく。戦略的 CSR（e.g.,	Poter,	2006）と言われるように、CSR の実践は企業の付加価
値を左右するまでに大きな存在になっており、多くの企業が自社の CSR 活動の価値を上
げられる提携相手を求めている。実際、障害者支援施設時代から取引のあった株式会社フェ
リシモ12 は、CSR の一環として自立支援活動に力を入れており、CCP（チャレンジド・ク
リエイティブ・プロジェクト）13 を通じて障がい者、福祉事業所、アーティスト、NPO な
どを繋ぐ活動に力を入れていた。
　障害者支援施設時代には、一般流通に乗せることに注力する余り、企業側が障がい者支
援そのものに経営上の価値を見いだしていることに気づかなかった。しかし、手作りタイ
ル事業から障がい者の製品が高付加価値商品として販売可能であることに気づいた。しか
も、フェリシモに見られるように企業側は障がい者支援のための助成金やプログラムを公
募しており、吉野氏が立ち上げた NPO 法人であれば応募可能である。この公募という仕
組みを利用すれば、取引先を求めてむやみに営業をかける手間が省けるだけで無く、施設
の設置や運営に必要な資金を獲得しつつ、取引先を獲得できるのである。つまり、企業の
社会貢献義務によって発生している CSR 市場に、助成金の公募という方法を用いて、障
がい者の生産物に新たな価値を生み出すという戦略を描いたのである。
　その成果は、目覚ましいものであった。例えば、株式会社ラッシュジャパン14 のチャリ
ティープログラムの応募した結果、日本法人 10 周年のノベルティとしてソープディッシュ
（石鹸置き）の作成を受けることとなった15。この取引は、最終的に、ソープディッシュの
受注が 1 万個を超える大きな取引となり、吉野氏は、全国の福祉施設に声をかけて納品す
ることとなった。
　また吉野氏は、インターナショナル・ギフト・ショーの出品のために中小企業向けの助
成金も獲得した。ギフト・ショーに出展した際、彼は、CSR としての助成金を出している
企業や、その一環として福祉施設に発注をする企業が多いことに改めて気づかされること
となる。一般的に福祉事業の重要な資金源は行政の補助金である。しかし、企業が障がい
者に付加価値を見いだす CSR 市場が形成されていた。これは、吉野氏が漠然と目指して
いた一般流通とはまた異なる市場であった。店頭に並べる商品だけが販路ではない。イン
ターナショナル・ギフト・ショーで取引される贈答品は、大量生産したものより「手作り
感」を求める企業も数多くいる。その商品に社会問題の解決を組み込んでいくことで、企
業の CSR 活動を高めていく戦略的な製品となっていた。同時に、「手作り」となるとどう
しても小ロットの受注生産となり、大企業が自ら生産に関わることは難しい。だとすれば、
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「手作り」を得意とする障がい者支援にとって、CSR 商品市場とは極めて高い優位性が働く。
そこで吉野氏は自身が運営する障がい者を雇用する工場を、CSR 用の贈答品を担う OEM
（original	equipment	manufacturer）専業としていくことで、安定的な販路と売り上げを
獲得していったのである。
3.3　就労移行の広がりを目指した展開とショコラティエ
　2011 年、吉野氏はタイル工場を現場の責任者に事業譲渡し、京都市内で新たに立ち上
げた「!-foods（エクスクラメーション・フーズ）」というカフェ事業に専念する。店舗の
ある三条新町（京都市中京区）は人がたくさん来る都心部である。この !-foods の立ち上
げには、タイル工場では吉野氏が障害者支援施設で見いだした障がい者の社会的排除が十
分に解決されていないという問題意識に基づいていた。
　吉野氏は知的・精神障害を有する障がい者への就労支援に携わっている。彼らは臨機応
変にいろんなことに対応することが困難であるが、同じことを繰り返すことについては健
常者以上の能力を発揮する。それ故に障がい者支援に置いては、信楽町の事例をモデルと
して伝統的に製陶業が選ばれていた。しかし、製陶業も機械化が進み多品種大量生産が当
たり前になった現在、手作りでの小ロット生産に適応した障がい者が一般企業に就労移行
することが難しい。しかし、同じ作業を繰り返すことでスキルアップしていく仕事は、社
会に多数存在する。その中でも料理人は、施設で身につけたスキルを一般企業や個人店舗
で活かせるという意味で、障がい者にフィットする業種であると考えた。
　更に、今までタイル工場は、田畑のなかにある工場において顧客接点が皆無な状況で障
がい者を雇用していた。そのため、障がい者の社会参加という点でタイル工場はまだ隔離
された施設である。カフェ出あれば、障がい者が直接接客をすることがないとしても、社
会に近い職場を提供することが可能となる。そこで吉野氏が立ち上げたカフェは顧客接点
を増やすことを狙いとして、あえてオープンキッチンのスタイルをとった。そうすること
で、障がい者を調理人として雇用していても、「いらっしゃいませ」「ありがとうございま
した」という程度の接客をしながら、調理場で作業をすることができるのである。
次に三条新町にカフェを立ち上げたんですね。それは飲食でそもそも陶器を立ち上げた
のも、僕は障がい者のなかでも知的障害者、精神障害者にフィットする仕事は職人のよ
うな仕事だと思ってて、毎日毎日臨機応変にいろんなことを変えなければならない仕事
じゃなくて、毎日毎日同じことを繰り返しながら少しづつスキルアップをしていくよう
な仕事がフィットしているだろうってことで陶器をやって、その次に、もう少し広い目
で見たときに一番世の中で身近な職人っていうのは料理人じゃないか、特にじゃあ料理
人としてのスキルがなくても一番下っ端ぐらいのいろんな雑用のできる障害のある人達
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がいればそれはすごく現場にとって便利で雇用してもらえるんじゃないか。「この玉ね
ぎ皮むいて細く切っとけよ」って言われたら「はーい」って言って全部やっといてくれ
る人がいたらすごく便利だろうなと思って飲食を立ち上げたっていうのと、そこで今ま
で田んぼの真ん中でやってた施設は京都市内でオープンキッチンにして、直接接客はし
ないけれども、「いらっしゃいませ」「ありがとうございました」ぐらいの接客をしなが
ら社会や市場に近いところで就職に向けて移行できていくっていうのでそれを作ったん
です。（吉野氏）
　このような考えのもとで吉野氏が運営する NPO 法人は、就労移行支援事業における一
般就労への移行率については、100% を実現させていた。しかし、2 年間という利用期限
のなかで就職にはフィットしない障がい者も現れることになる。より障がい者の特性を活
用し一般企業ではフィットしなかった障がい者の雇用先を準備しつつ、同時にその職場で
身につけたスキルが一般企業への就労支援にもなる事業を立ち上げる必要が生まれた。
　そこで吉野氏が着目したのが、チョコレートの製造の仕事であった。チョコレートでお
菓子を製造するには、職人的に同じ条件で同じ作業を繰り返していく必要がある。特に重
要なのは、溶かして固めるときの温度変化と、完璧なテンパリングである。一般的に食べ
られている工業用の準チョコレートは油などの添加物を入れることで機械でも滑らかな
チョコレートを作ることができるが、高級洋菓子で使用されるピュアチョコレートは手作
業が不可欠となる。温度を管理しながら手でかき混ぜてあげ、自由なシルエットのチョコ
レートを作り上げていく。これを完璧にこなすことができるなら、障がい者であっても、
ショコラティエを名乗ることができる。しかも、CSR と結びつくことで障がい者であるこ
とに価値が生まれるタイル工場でも、外食産業での単純労働に従事するのでもなく、障が
い者がショコラティエという一般社会に通用する肩書きを得ることができるのである。
　吉野氏をチョコレートと結びつけたのは、一般社団法人ラ・パルカ16 の夏目浩次氏であっ
た。夏目氏は、10 年以上にわたり、障がい者就労の創出や、工賃アップに取り組んできた
人物だが、野口和男氏（OEM 専門のショコラティエ）とともに「夢の貯金箱」17 というプ
ロジェクトでチョコレート事業を進めていた。吉野氏は彼と出会うことで、ピュアチョコ
レートの製造が障がい者の行う労働条件にフィットすることを確信する。時を同じくして、
自らの通った小学校区にある堀川商店街の空き店舗に、国庫補助金と「堀川団地再生まち
づくり」という地域活性化プロジェクトの補助金活用の話が浮上した。吉野氏はその資金
を活用して、障がい者がショコラティエとして働くチョコレートショップを開業する18。
このチョコレートショップは、通常の雇用と B 型事業と組み合わせ、就労支援施設である
のと同時に、一般企業にフィットしなかった障がい者の受け皿にもなる施設として立ち上
げられた。
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それまでは途中でやめた人以外は全部就職率100％できてたんですけども、ちょっと企
業に就職はフィットしないな…という人達がでてきて、就労移行支援は2年間と利用期
限が決まってるんで、次を探さなきゃなんないんですけども、それで出すのもどうかっ
ていうところにこの堀川の話があって、じゃあここを就労継続B型として新たに立ち上
げてここの中で働き続けられるものをしようと思った時にチョコレートというプランが
あって、チョコレートの仕事をみるとより職人的。料理人よりも更にやることって極端
な話チョコレートを溶かす固めるだけなんですよ。溶かして固めることに温度変化をも
たらして、この簡単なモノが結構難しい。これ突き詰めて行けば実はチョコレートを触
れるパティシエって数少ないんですよね。これを障がいのある人が完璧にテンパリング
という作業ができるようになるとこれはショコラティエと名乗れる。単に今まで飲食の
どこかに下で入るっていうんじゃなくてショコラティエとして存在できることになるん
じゃないかっていうことでチョコレートを始めた。（吉野氏）
　ピュアチョコレートづくりが障がい者にフィットすることで事業内容は決定したが、重
要なのはチョコレートから利益を生み出し、障がい者の工賃を上げていくことである。野
口氏が OEM 専門のショコラティエであったことから、その販路を活用し安定した収益を
確保することができた。先にも述べたが、ピュアチョコレートは手作りでつくらなければ
ならないお菓子である。吉野氏は、陶器事業のときに、OEM の製造の可能性を実感して
いた。OEM で受注したチョコレートとは、大量生産でつくる板チョコレートとは違い、
機械では製造不可能であり、障がい者が手作業で作り上げていく必要がある。例えば、ド
ライフルーツにチョコレートをかけたものなどはテンパリングしているやわらかいチョコ
レートを振り掛けるという作業が必要となる。これは、機械では作ることができない。
　吉野氏が堀川商店街という立地を選んだことにも、単に助成金があったという以上の意
味があった。京都市中心部からやや離れた位置にある堀川商店街は、平均的な所得層の人々
が生活する住宅地である。彼が New	Standard	Chocolate で販売している「久遠」ブラン
ドのチョコレートは、スーパーで売っているものほど安くはないが、デパートで売ってあ
るものよりは安い。通常、商店街で買い物をする人が買うケーキなどは 400 〜 500 円で
ある。それらの人がちょっとプレゼント品を買いたいと思ってもデパートまでは足を運ば
ない。彼が狙ったのはその層であった。そのため久遠の価格設定は 600 円〜 1000 円と、
戦略的に決定された19。デパートなどで販売されるプレゼント用のチョコレートは 3000
円以上が相場だが、自社販売の場合は原材料費が高いチョコレートであっても、パッケー
ジを素朴にするなどしてコストをさげることが可能である。味はOEMのピュアチョコレー
トと同じ原材料を使っているため本物であり、必ずリピーターが生じる。この吉野氏の狙
いは当たり、連日顧客の足が絶えることなく、売り上げはショップだけで月 200 万円を超
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えるまでに成長した。
　このチョコレート事業を通じて、吉野氏は、障がい者をショコラティエという社会的な
立場を獲得させるだけでなく、全国平均で月額 1 万 5 千円程度の工賃を 1 日 1600 円、月
額平均 3 万円以上の工賃に引き上げることを実現させたのである。
4．おわりに
　本論文はここまで、Granovetter（1985）、Granovetter	and	Swedbrug（2001）が提唱
する新しい経済社会学の再検討を通じて新たな理論的視座と分析視角にもとづき、ハイブ
リッド構造としての社会的企業の構築プロセスを吉野氏による障がい者の就労支援事業の
事例をもとに記述してきた。人々は、市場・再分配・互酬性というロジックが混合された
経済制度に埋め込まれているが故に、これらのロジックを混合することで社会問題の解決
へ有効性を獲得しうるハイブリッド構造として社会的企業を構築していくことが可能にな
る。その際、社会企業家に求められる行為とは、藤井・原田・大高（2012）が指摘してき
た同型化圧力に対して抵抗することではなく、諸制度に適応することで動員可能な資源を
組み合わせ、新たな社会問題に対するソリューションを生み出し続ける、正統化された逸
脱という視座から捉えられる。
　このような視座のもとで見いだされた第一の発見事実は、吉野氏がバザーから手作り市、
CSR 商品の OEM 事業、チョコレート製造などの個々の市場との関係で見いだされる障が
い者の特性を付加価値につながる事業を展開していったことである。
　ここで注目すべきは、市場・再分配・互酬性というロジックが混合される形で多様な取
引の場が形成されていることである。例えば障害者施設で制作される作品を対面販売する
バザーは互酬性と市場、大企業が CSR 活動の一環として展開される CSR 商品は再分配と
市場が混合される形で形成された取引の場である。伝統的に障がい者の就労支援において
は、バザーを通じた陶器や木工品を作品として販売するという方法が用いられてきた。し
かし、吉野氏はこのバザーという取引の場が、障がい者を社会的排除の状態に置いている
ことを問題視する。障がい者の就労支援事業へ支給される行政からの補助金は施設運営の
費用として用いられ、バザーの売り上げでは障がい者に十分な賃金が支払えないだけでな
く、ここでの活動実績が就労につながる実績にはなり得ないのである。そこで吉野氏は、
CSR 商品に着目し障がい者施設で作品を作るのではなく、卸業者と取引可能な製品の製造
へと舵を切る。市場と再分配が混合された CSR 商品という取引の場においては、障がい者
が制作した製品そのものに高い付加価値が生じる。この CSR 商品への参入によって、吉
野氏は障害者支援施設の事業収入を大きく伸ばすことに成功した。
　ところが、CSR 商品という取引の場は、障がい者であることそのものに付加価値が生
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じるが故に、障がい者の一般企業への就労移行を目指す吉野氏にとって不十分なものに思
えた。そこで吉野氏が着目したのが、チョコレート製造と外食産業であった。これらの業
界においては、チョコレートのテンパリングに代表されるように、定められた手続きのも
とで単純作業を正確に繰り返す労働が存在する。吉野氏は、彼が支援する知的障害者と
健常者と比較したとき、このような労働に適性が高いことを CSR 商品の取引を通じて吉
野氏は見いだしていた。そこで吉野氏は、チョコレート事業における有力な労働単位とし
て障がい者を位置づけ、就労支援事業（再分配）と結びつけることでカフェ事業や New	
Standard	Chocolate を立ち上げ、新たな取引の場を構築していったのである。
　特に New	Standard	Chocolate という新たな取引の場は、障がい者を有効な労働単位と
して位置づけ直すだけでなく、ショコラティエという肩書きを障がい者が獲得していくこ
とで、一般企業への就労移行を可能とするという、新たな価値を提示することに成功した。
いわば吉野氏は、市場との関係で障がい者のもつ労働単位としての価値を再定義していく
ことで生じたダイナミズムを、障がい者を取り巻く就労支援制度や、地域のまちづくり事
業（互酬性）と結合していくことで、障がい者の就労問題を解決する取引の場として社会
的企業を構築していったのである。
　このように、吉野氏の構築した一連の障がい者の就労支援事業は、市場・互酬性・再分
配というロジックの混合として形成される取引の場に、障がい者の労働単位としての価値
を見いだし結合していくという、一種の適応過程として生じた。確かに、労働市場から疎
外されている状態にある障がい者を労働市場に移行させるためには、障がい者支援事業を
福祉ではなく労働問題として取り組んでいく必要がある。そのためには、市場に対する抵
抗ではなく、互酬性や再分配を混合しつつも積極的に市場に適応していく必要があったと
考えられる。
　とはいえ、吉野氏の事業構築プロセスにおいて、抵抗の場面が皆無であったわけではな
い。実は吉野氏が最も抵抗した局面が、社会福祉法人時代に一般企業との取引に取り組ん
だ場面であった。3.1 で指摘しているように、社会福祉法人として一般流通に障がい者が
製造する商品を卸した際、市町村に対する説明責任と専門職員からの同型化圧力から、事
業収入を上げ障がい者への賃金を引き上げる活動との軋轢が生じた。吉野氏はこの局面に
対して、退職して NPO 法人を立ち上げるという選択を行った。つまり吉野氏が抵抗した
同形化圧力の根源は、障がい者の社会的排除を生み出した既存の社会福祉制度であった。
　この抵抗の局面から見いだされる第二の発見事実が、吉野氏が NPO 法人という組織構
造を選択することで、社会福祉法人時代に生じていた同型化圧力を回避することに成功し
たことである。
　確かに、障がい者支援を目的とするのであれば、社会福祉法人の形態を取れば専門知識
を有する職員の雇用が容易になるだけで無く、市町村の補助金により安定的に施設運営が
高橋　勅徳・木村　隆之
― 22 ―
可能となる。しかし、社会福祉法人として障害者支援に取り組んだ場合、市町村に対する
説明責任と専門職員からの同型化圧力から、事業収入を上げ障がい者への賃金を引き上げ
る活動との軋轢が生じる。他方で、CSR 市場での OEM ビジネスにおける公募型の助成金
や、チョコレート事業におけるまちづくりの補助金のように、NPO 法人であれば獲得で
きる資源は多様に存在する。企業の求める CSR 活動に対する利害、あるいは地域行政がも
とめるまちづくりへの利害を、障がい者の参加によって満たされる限り、吉野氏は自らが
構想するソーシャル・ビジネスに取り組むことは可能である。実際、その社会福祉制度に
ついても、チョコレート事業の立ち上げに際しては、B 型事業を組み合わせられた。B 型
支援から就労移行へというプロセス、更には一般企業での就労が困難な障がい者の受け皿
（居場所）という目的からも、吉野氏の施設は適合していた。NPO 法人の代表という立場
を得た吉野氏は、組織形態や公募という仕組みを利用することで資源動員を可能とするだ
けで無く、同型化圧力に対する一定のフレキシビリティを獲得していったのである。
　この第二の発見事実から、社会企業家の抵抗戦略が、彼らがコミットする社会問題との
関係から、諸制度間の組み合わせや新たな用途の開発という形で生じるという新たな理論
的知見が見いだされる。だとすれば、藤井・原田・大高（2012）が指摘する社会企業家の
能力とは、属人的な能力に還元されるのでは無く、このような諸制度の利用という具体的
行為の次元から把握されていく必要があると考えられる。
　以上のように、社会企業家によるハイブリッド構造としての社会的企業の構築は、市場・
互酬性・再分配のロジックが混合された経済制度を前提とした適応と抵抗の実践を通じて
実現されていく。社会企業家研究は、各ロジックを混合する形で紐付けられた諸制度を利
用した具体的行為の次元を明らかにしていくことで現象を理解し納得的な記述が可能にな
るとともに、社会的企業家という実践の地平を拡大していく必要があると考えられる。
注
1	 実際、藤井・原田・大高（2012）らは、我が国における協同組合を社会企業家の基盤と捉え、
社会的企業として機能させるための制度的環境にかんする議論を深耕している。
2	 実際、第三の道を提唱した Giddens（2000）も、市場と外部性（政府・家族・コミュニティ）
という形で、市場経済の分断を前提としている（邦訳 ,	41-42 頁）。
3	 福祉的就労支援は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、障
害者総合支援法）」を、一般就労支援は「障害者の雇用の促進等に関する法律（以下、障害者
雇用促進法）」を法的根拠とする。
4	 小倉正男（元ヤマト運輸会長）がこの事実に強い問題意識を持ち、ヤマト福祉財団を立ち上
げたことは有名である。小倉正男（2003）『福祉を変える経営　障害者の月給一万円からの脱
出』，日経 BP 参照。
5	 東京都の場合は、14,588 円（平成 25 年度）。その他、各自治体の公式サイトを参照。
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6	 これは、かつてかつてハンセン氏病患者や精神病患者に対して行った隔離政策と同様の状況
を生み出していると言えよう。1930 年代から近年に至るまで、ハンセン氏病患者は「癩予防法」
のもと、国立療養所に強制入所させられた。この法律は 1996 年まで廃止されることはなかっ
た。また、1920 年代に精神病者監護法が制定されたことによって、精神障害者は、私宅監置
の手続で、	路上を歩くことも制限されていた。この状況は、精神保健福祉法に改正された現在
であっても、強制入院を認めることで、精神障害者の偏見を助長する状況として根深く残っ
ている（藤野 ,2005）。
7	 当時の障がい者雇用は、措置制度と言われる状況で、行政が適合施設を選択し障がい者の家
族はそれに従うというものであった。
8	 京都市左京区にある浄土宗七大本山の寺院。手作り市については
	 http://www.tedukuri-ichi.com を参照のこと。
9	 1995 年頃、ノーマライゼーション運動の一環として障がい者の地位向上から、障がい者がつ
くる製品をアートとする「エイブル・アート・ムーブメント」が興るが、障がい者の価値を
強調しすぎるがあまりに、製品価値のないものにまで「アート」として売り出すことが当た
り前のようになされている。これは、市場に組み込むことができるよう施設側が努力するな
ら意味がある動きであったが、障がい者を雇用の対象から外してしまった経済活動への「恨み」
から自らの活動を市場性と切り離してしまい、助成金による支援を当たり前のものとした結
果ではないかと吉野氏は指摘している。
10	 吉野氏は、ハンセン氏病を引き合いに出し、かつては障がい者を保護し、障がい者のユート
ピアをつくるという思想が根源に流れていたと言う。しかし、時代が変化していくなかで保
護制度だけが残り、思想が消えてしまったため、何億円も内部留保を持つ社会福祉法人が現
れるという社会問題が起きているのだと指摘する。
11	 http://nada-design.com/
12	 http://www.felissimo.co.jp/
13	 http://www.prop.or.jp/CCP/
14	 https://www.lushjapan.com/
15	 イギリス本社から、ソープディッシュの販売にストップがかかったのだが、日本法人は社員向
けのノベルティであり、尚且つ CSR としての発注という形であるとして本社から許可を得た。
16	 http://labarca-group.jp/
17	 詳しくは http://yumecho.com/ 参照。
18	 吉野にとって、興味関心の中心は障がい者の就労である。しかし、この「堀川団地再生まち
づくり」プロジェクトから助成金を受けることで、商店街活性化という新たな社会問題の担
い手となることを迫られることとなる。
19	 メインの商品である「京テリーヌ」は 6 枚入りで 960 円である。
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